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行
政
相
談
委
員
の
委
嘱
発
令

　
平
成
31
年
４
月
１
日
付
け
で
総
務
大
臣

か
ら
行
政
相
談
委
員
に
委
嘱
さ
れ
ま
し
た
。

▽
河
田
弘
美
さ
ん（
鷹
巣
地
区
）

▽
畠
山
尋
子
さ
ん（
合
川
地
区
）

▽
小
林
節
子
さ
ん（
森
吉
地
区
）

　

 
秋
田
行
政
監
視
行
政
相
談
セ
ン
タ
ー

☎
０
１
８‐
８
２
４‐
１
４
２
６

自
転
車
保
険
に
加
入
し
ま
し
ょ
う

　

万
が
一
の
事
故
に
備
え
て
、自
転
車
保

険
に
加
入
し
ま
し
ょ
う
。

【
主
な
自
転
車
保
険
の
例
】

　
保
険
会
社
な
ど
で
取
り
扱
う
自
転
車
向

け
保
険
／
傷
害
保
険
、火
災
保
険
、自
転
車

保
険
な
ど
の
個
人
賠
償
責
任
特
約
／
自
転

車
安
全
整
備
店
で
加
入
で
き
る「
Ｔ
Ｓ

マ
ー
ク
付
帯
保
険
」

※
コ
ン
ビ
ニ
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
加
入

で
き
る
保
険
も
あ
り
ま
す
。

　

 

秋
田
県
生
活
環
境
部
県
民
生
活
課

☎
０
１
８‐
８
６
０‐
１
５
２
３

経
済
セ
ン
サ
ス
基
礎
調
査
に

ご
協
力
く
だ
さ
い

　
こ
の
調
査
で
は
、６
月
か
ら
11
月
ま
で

の
期
間
に
、調
査
員
が
市
内
の
す
べ
て
の

事
業
所
の
活
動
状
態
を
実
地
に
確
認
し
、

新
た
に
把
握
し
た
事
業
所
な
ど
一
部
の
事

業
所
に
は
調
査
票
を
配
布
し
ま
す
。

　

皆
様
の
調
査
へ
の
ご
理
解
・
ご
回
答
を

よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

 

総
合
政
策
課
政
策
係 

☎
62
‐
６
６
０
６

大
館
能
代
空
港
か
ら
の
お
知
ら
せ

　

空
港
周
辺
で
は
、航
空
の
安
全
を
確
保

す
る
た
め
、一
定
の
空
域
を
障
害
物
の
な

い
状
態
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
、高
さ

制
限
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。対
象
区
域

内
で
物
件
等
の
設
置
工
事
や
工
事
用
ク

レ
ー
ン
等
の
使
用
を
す
る
場
合
は
、事
前

に
お
問
い
合
わ
せ
願
い
ま
す
。高
さ
制
限

を
突
出
す
る
か
否
か
の
確
認
を
行
い
回
答

い
た
し
ま
す
。

　
な
お
、物
件
等
に
は
ア
ン
テ
ナ・ド
ロ
ー

ン
等
も
該
当
し
ま
す
。航
空
の
安
全
確
保

を
図
っ
て
い
く
た
め
、皆
さ
ん
の
ご
理
解

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
 

大
館
能
代
空
港
管
理
事
務
所
施
設
班

☎
63‐
１
０
０
１

65

問問問
平
成
元
年
に
全
線
開
通
と
な
っ
た
秋
田
内
陸
縦
貫
鉄
道
が
30
周
年
を
む
か
え
ま
し
た
。
新
時
代
・
令
和
初
の
の
り

も
の
ま
つ
り
を
み
ん
な
で
楽
し
み
ま
し
ょ
う
！

　測定の結果、
秋田県の通常レ
ベルを超える数
値は観測されて
いません。

市 役 所 本 庁 舎 前
　〃　合川庁舎前
　〃　森吉庁舎前
　〃　阿仁庁舎前
クリーンリサイクルセンター前
一般廃棄物最終処分場
鷹巣埋立地最終処分場

観測地点
0.03
0.04
0.04
0.05
0.03
0.03
0.03

測定結果

（単位：マイクロシーベルト毎時）

北秋田市環境放射線量測定結果北秋田市環境放射線量測定結果
空間線量調査（４月９日測定）空間線量調査（４月９日測定）

※県の通常レベル
　0.022～0.086

問い合わせ
生活課環境係
☎62‐1110

調査へのご協力をお願いします！

工 業 統 計 調 査工 業 統 計 調 査2019年2019 年
◎従業者４人以上の全ての製造事業所を対象に６
月１日時点で実施します。

◎我が国における工業の実態を明らかにすること
を目的とする政府の重要な調査で、統計法に基づ
く報告義務のある基幹統計調査です。

◎調査の結果は、中小企業施策や地域振興など、
国及び地域行政施策のための基礎資料として利活
用されます。

◎調査票にご記入いただいた内容は、統計作成の
目的以外（税の資料など）に使用することは絶対
にありません。

◎調査の趣旨・必要性をご理解いた
だき、調査員が訪問した際には、ご
協力をよろしくお願いいたします。

問　 総合政策課政策係 ☎62‐6606

平成 31年度

地籍調査予定区域のお知らせ
対象地区

問　 財政課地籍調査室 ☎62‐8000

◎現在、事業の申請をしています。
　事業の確認後、対象地区の土地を所有する方
を対象とした説明会を開催します。

花園町・旭町・伊勢町の一部

平成31年度

調査予定区域

平成31年度

調査予定区域

〇消費生活センターは

　消費者のための身近な相談窓口です。

５月は消費者月間です

消費生活センターに

　　　　　 ご相談ください

消費生活センターに

　　　　　 ご相談ください

　電話勧誘による契約トラブルや、個人情報や家
族情報を聞き出す不審電話が増えています。一人
で悩まずご相談ください。（相談無料・秘密厳守）

「消費生活センター」（生活課内）☎62‐6628

「消費者ホットライン」局番なし１８８
受付時間　どちらも （平日）８：30～17：15

　消費生活における不安や苦情、被害の相談に応
じ、問題解決のための助言や情報提供、あっせん
などをします。

悪質商法による被害 事業者とのトラブル

製品や食品、サービスによる事故 など

▽　相談窓口　▽

又は い　や　や

振り込め詐欺や悪質な電話勧誘から守るため振り込め詐欺や悪質な電話勧誘から守るため

通話録音装置を通話録音装置を 無料 で貸出しますで貸出します

対象　次のいずれかに該当する世帯
①市内に住所を有する65歳以上のみの世帯
※同居する家族が、出稼ぎや単身赴任などで、ふ
だん65歳以上の方のみで生活している世帯も含
みます。
②その他、特に貸出しが必要と認められる世帯

貸出期間　貸出日から６か月以内
※ただし、６か月を過ぎても装置が必要であると
認められる場合は、さらに６か月を限度に延長で
きます。

　 生活課地域推進係 ☎62‐6628

◎警告メッセージ機能…警告が相手に流れます。
◎録音機能…電話の内容が自動的に記録されます。
◎「大変だぁ～ !!!」ボタン…警察署や消費生活窓口、
　親戚などに緊急事態の発生を知らせます。

申問

主な機能

秋
田
県
育
英
会
奨
学
生
募
集

【
大
学
・短
大
】

①
大
学
月
額
奨
学
金

▽
所
得
制
限
あ
り

②
多
子
世
帯
向
け
奨
学
金

▽
所
得
制
限
な
し

▽
世
帯
の
子
ど
も
の
数
が
３
人
以
上
で
あ

る
こ
と

【
専
修
学
校
】

専
修
学
校
月
額
奨
学
金

▽
所
得
制
限
あ
り

応
募
資
格

①
秋
田
県
出
身
者
で
あ
る
こ
と

②
平
成
31
年
４
月
に
文
部
科
学
省
所
管
の

国
公
立
、私
立
の
大
学
、短
期
大
学
に
入
学

し
、１
年
に
在
籍
し
て
い
る
こ
と
。又
は
、

平
成
31
年
４
月
に
学
校
教
育
法
で
定
め
る

専
修
学
校
専
門
課
程
に
入
学
し
、１
年
に

在
籍
し
て
い
る
こ
と
。

③
高
校
卒
業
後
３
年
以
内
の
者
、高
卒
認

定
者
は
中
学
校
卒
業
後
６
年
以
内
の
者

※
い
ず
れ
の
奨
学
金
も
、他
の
給
付
型
奨

学
金
と
の
併
用
可（
他
の
貸
与
型
奨
学
金

と
の
併
用
不
可
）

募
集
定
員　
大
学
月
額　
30
人
程
度

　
　
　
　
　
多
子
世
帯　
20
人
程
度

　
　
　
　
　
専
修
月
額　
10
人
程
度

申
込
期
間　
令
和
元
年
５
月
７
日（
火
）

　
　
　
　
　
　
　
　
〜
５
月
24
日（
金
）

貸
与
月
額　
５
万
円

貸
与
期
間　
在
学
す
る
学
校
の
正
規
の
最

短
修
業
年
限

貸
与
方
法　
隔
月
に
２
か
月
分
ず
つ
奨
学

生
本
人
名
義
の
口
座
へ
振
り
込
み
ま
す
。

※
詳
し
く
は
募
集
要
項
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
　

 

公
益
財
団
法
人 

秋
田
県
育
英
会

☎
０
１
８‐
８
６
０‐
３
５
５
２

申
問 問

鷹巣年金事務所

北秋田市役所

秋田北鷹高


